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１．会議の趣旨・目的 

○児童福祉、幼児教育、双方の観点を持った方々の参画を得て、地域の子ども

や子育て家庭の実情を十分に踏まえ、子ども・子育て支援が適正に実施され

るように意見を述べ、また、調査審議すること。 

 

 

２．設置根拠 

○子ども・子育て支援法第７７条   

○木更津市附属機関設置条例（抜粋） 

 

３．審議事項 

○特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用定員の設定について意見を述べること 

○木更津市子ども・子育て支援事業計画の策定・変更について意見を述べること 

○子育て支援施策の実施状況を調査審議するなど、継続的に点検・評価・見直しを行ってい

く（ＰＤＣＡサイクルを回していく）こと 

○木更津市次世代育成支援行動計画の策定・推進について調査審議し、必要な事項を市長に

答申・建議すること 

 

☆特定教育・保育施設とは・・・ 

学校教育に位置づけられている「幼稚園」と児童福祉法に位置づけられている「保育園」、

両方の機能を併せ持った「認定こども園」この３つを指しています。 

 

☆特定地域型保育事業とは・・・ 

「家庭的保育事業」「小規模保育事業」「居宅訪問型保育事業」「事業所内保育事業」の４つ

を指しています。いずれも、２歳以下の子どもを対象とした事業となります。 

 

☆ＰＤＣＡサイクルとは・・・ 

 Ｐ（プラン）Ｄ（ドゥ）Ｃ（チェック）Ａ（アクション） 

ひとつの事業に対して、「計画し、実行し、評価し、見直しをする」ということです。 
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４．次世代育成支援と子ども・子育て支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．委員構成 

子どもの保護者 
保育園代表 １人 

幼稚園代表 １人 

子ども・子育て支援に 

関する事業に従事する者 

保育園関係 ２人 

幼稚園関係 １人 

子育て支援センター関係 １人 

学童保育関係 １人 

学識経験者 １人 

関係団体の代表者 

教育関係 １人 

商工労働関係 ２人 

福祉関係 ２人 

保健関係 １人 

公募 ３人 

 

 

 

(現委員１７名／定員１８名以内) 

○就学前と小学生の子どもが対象 

○需要を踏まえた教育・保育の提供に

関する政策を実施 

子ども・子育て支援 

○１８歳未満までの子どもが対象 

○子育て支援・母子保健・教育・住宅

など広範な政策を実施 

次世代育成支援 

木更津市子ども・子育て会議の役割 

法で定められた本来の『子ども・子育て会議』の役割 
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子ども・子育て支援法第７７条                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特定教育・保育施設の確認） 

第三十一条  

２ 市町村長は、前項の規定により特定教育・保育施設の利用定員を定めようとするときは、あらか

じめ、第七十七条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその意見

を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴か

なければならない。 

（特定地域型保育事業者の確認） 

第四十三条  

３ 市町村長は、第一項の規定により特定地域型保育事業（特定地域型保育を行う事業をいう。以下

同じ。）の利用定員を定めようとするときは、あらかじめ、第七十七条第一項の審議会その他の合

議制の機関を設置している場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者

その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第六十一条  

７ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじ

め、第七十七条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその意見を、

その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴かな

ければならない。 

 

（市町村等における合議制の機関） 

第七十七条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会

その他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。 

一 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第三十一条第二項に規定する事項を処理

すること。 

二 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第四十三条第三項に規定する事項を処理

すること。 

三 市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第六十一条第七項に規定する事項を処理す

ること。 

四 当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し

必要な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。 

２ 前項の合議制の機関は、同項各号に掲げる事務を処理するに当たっては、地域の子ども及

び子育て家庭の実情を十分に踏まえなければならない。 

３ 前二項に定めるもののほか、第一項の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、

市町村の条例で定める。 
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○附属機関設置条例 

昭和34年９月28日条例第28号 

改正 

平成31年３月21日条例第９号 

附属機関設置条例 

（目的） 

第１条 この条例は、法令に特別の定めあるものを除き、市長の権限に属する事務を処理するため必

要な事項を定めることを目的とする。 

（附属機関の定義） 

第２条 附属機関とは、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第138条の４第３

項の規定により設置される審査会、審議会、調査会等の機関をいう。 

（設置及び組織） 

第３条 本市は、別表に掲げる附属機関を置き、当該附属機関において担任する事務、組織、委員の

構成、定数及び任期は、同表右欄に掲げるとおりとする。 

（会長及び副会長） 

第４条 会長又は委員長（以下「会長」という。）及び副会長又は副委員長（以下「副会長」という。）

は、委員の互選によつてこれを定める。 

２ 会長は当該附属機関の事務を総理し、当該附属機関を代表する。 

３ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長の欠けたときは、その職務を代理する。 

４ 副会長が置かれていない附属機関にあつては、会長に事故のあるとき又は会長が欠けたときは、

会長があらかじめ指定する者が会長の職務を代理する。 

（委員の任命等） 

第５条 委員は市長が任命又は委嘱する。 

２ 委員に欠員を生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会議） 

第６条 附属機関の会議は必要に応じ会長が招集し、会長が会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は出席委員の過半数をもつて決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 
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（会議の運営等） 

第７条 この条例で定めるもののほか、附属機関の議事及び運営に関し必要な事項は会長が定める。 

（規則への委任） 

第８条 別に規則で定めるところにより、附属機関に専門委員及び部会を置くことができる。 

２ 各附属機関の庶務は、規則で定める機関においてこれを処理する。 

（市長への委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

附 則（平成31年３月21日条例第９号） 

この条例は、平成31年４月１日から施行する。 

別表（第３条） 

附属機関 

附属機関名 担任する事務 組織 委員の構成 定数 任期 

木更津市子ど

も・子育て会

議 

子ども・子育て支援法

（平成24年法律第65

号）第77条第１項各号

に掲げる事務及び木更

津市次世代育成支援行

動計画の策定及び推進

に関する事項について

調査し、及び審議し、

必要な事項を市長に答

申し、又は建議するこ

と。 

会長 

副会長 

委員 

１ 子どもの保

護者 

18人以内 ２年 

２ 子ども・子

育て支援に関

する事業に従

事する者 

３ 学識経験者 

４ 関係団体を

代表する者 

５ 公募 
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○附属機関設置規則 

昭和34年９月28日規則第８号 

改正 

平成31年３月28日規則第29号 

附属機関設置規則 

（目的） 

第１条 この規則は、附属機関設置条例（昭和34年木更津市条例第28号。以下「条例」という。）第

８条の規定に基づき、必要な事項を定めることを目的とする。 

（附属機関の庶務） 

第２条 条例第８条第２項に規定する附属機関の庶務を処理する機関は、別表のとおりとする。 

（市長への委任） 

第３条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は市長が定める。 

 

別表（第２条） 

附属機関名 庶務担当機関名 

木更津市子ども・子育て会議 健康こども部 子育て支援課 

 

 

 


